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観光DX推進に向けての検討の４本柱は、Ⅱ.観光地経営の高度化をハブに、それぞれが連
動しています。

4本柱とそれぞれの関係性

データ
ベース

Ⅰ.旅行者の利便性向上・周遊促進 Ⅲ.観光産業の生産性向上

▶適切なウェブサイトへの情報掲載
▶ シームレスな予約・決済が可能な地域サイ
トの構築

▶ その時・その場所・その人に応じたレコメンド

▶経営の見える化と業務効率化
▶業務効率化により創出された資源の活用
▶地域単位での事業者連携

Ⅱ.観光地経営の高度化

▶ データに基づいた戦略策定
▶ CRM等の打ち手
▶経営状況に関するデータのモニタリング

▶ 観光地マーケティング
▶ レベニューマネジメント支援

▶ サービス開発・向上
▶ リピート化・消費額増加

観光客

旅行者の属性や
趣味・嗜好等に関する

データ提供

宿泊の予約・実績や
消費データの蓄積

Ⅳ.観光デジタル人材の育成・活用

▶外部専門家の登用及びプロパー人材の採
用強化

▶産学連携の抜本強化によるリスキリング・リ
カレント教育の推進

デジタルを活用した旅行者への
アプローチ強化

デジタルを活用した生産性
向上へのアプローチ強化

デジタル人材による観光地経
営の高度化
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４本柱のうち、Ⅰ.Ⅲ.Ⅳ.を通じて、データを蓄積する基盤が実現され、その基盤を通じて、観
光地は戦略策定、マーケティング、事業者の経営支援を実現し、DXの推進が可能となります。

４本柱とデジタル基盤の関係性

・・・

観光客
(ニーズ)

移動 消費 宿泊

データ
蓄積

・・・

宿泊
事業者

飲食
事業者

土産
事業者

アクティビティ
事業者

分析・
ダッシュボード化

データ利活用

データ収集・蓄積

Ⅰ.旅行者の利便
性向上・周遊促進

Ⅲ.観光産業の生
産性向上

戦略策定

CRM
(マーケティング)

▶レベニューマネジメント
等経営高度化、効率
化

Ⅳ.観光デジタル人
材の育成・活用

▶リスキリング教育
▶実務フィールドとしての
観光領域

▶ストレスフリーなサービス
▶レコメンド等の実施

▶観光客のニーズや宿泊予約による需要、飲
食、アクティビティ、土産等の消費実態等を
データで可視化

▶観光地の状況に鑑みたデータ生成、取得に
より持続可能な観光地に向けた戦略策定

▶ ボトルネック等を把握し、必要な施策をタイ
ムリーに実施

▶ データ分析による戦略に基づき、ターゲットと
すべき市場、観光客に対し、マーケティング
を実施

▶ 1to1アプローチが理想だが、当面はクラスタ
リングアプローチによる誘客を実施
▶ いかにしてIDを統合していくかは課題

事業者向け
経営支援

▶地域内の事業者から連携されたデータを分
析・ダッシュボード化し、事業者の経営高度
化を支援
▶地域をベンチマークとし、自社の需給状況との比
較分析によるレベニューマネジメント

▶需給状況による在庫管理、シフト管理等の業務
効率化

４本柱とデジタル基盤の関係性 デジタル基盤により観光地(DMO等)が果たす役割

Ⅱ.観光地経
営の高度化
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地域経営の高度化に向けては、簡易な域内GDP構成要素のデータ取得、分析とともに、地
域特性に応じて必要なデータを吟味し、地域ごとのモデルの構築が求められます。

Ⅱ.観光地経営の高度化

入込
客数*

宿泊
日数

単価
訪問
頻度

域内
循環率

域内観光
GDP

× × × × ＝

最低限取るべき基本のデータ オプショナルではあるが取
得したほうが良いデータ

既存観光客の状況を捉えつつ、新たなニーズやシー
ズをデータによって可視化し、ロイヤルティの向上、高
付加価値化、域内循環促進への戦略策定

地域の歴史・文化・資
源と向き合い、唯一無
二の高付加価値なコ
ンテンツ等の開発(地
域ブランド創出)

地域の事業者の巻き
込み、域内循環、雇
用促進に向けた取組

みの推進

持続可能で高付加価値な観光地づくりに向けて

地域経営高度化に向けてとるべきアクション

観光を通じた域内GDP創出のメカニズム

▶ まずはデータにより実態を明らかにし、持続可能で高付
加価値な観光地を目指す必要あり

データドリブン戦略に基づき

クルーズ

WiFi、GPS

レンタカー

飛行機 宿泊

入域

滞在

移動

移動

観光案内

ニーズ

DB

小売・飲食

消費

離島は、航空、船によ
る入域数の動向データ
取得がポイント(月次で
なく日次で概算でも可)

地域によっては、
レンタカー等による
移動、周遊状況
の把握が必要

比較的大きな都市
を中心に、スマート
フォン等による移動
状況の把握は必要

▶ 域内GDPの構成要素を捉えることに加
え、地域ごとの特性に合わせたデータ
取得が必要

▶ 旅行者のニーズや滞在、消費は基本情
報として取得が必要

▶ 入域や移動情報は、地域の置かれてい
る環境により、優先度は異なる

▶ データの取得にあたっては、より粒度を細
かく取得を目指し、予測等の推計の精
度を向上(現在公開されている月次で
なく日次等)

地域特性に応じたデータの取得

* ここでの入込客数は総数ではなく、一意の観光客を指す。(訪問頻度を係数として置いているため)
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地域サービスと民間サービスで、いかにし
てデータ連携し、ユニークな旅行者として
サービス提供していくかは、課題

旅行者の利便性向上に向けては、サービスのワンストップ化、情報の鮮度、データ/接続仕様
のルール化、レコメンドを実現していくための仕組みの構築が必要です。

Ⅰ.旅行者の利便性向上・周遊促進

旅行者の利便性向上に必要な主な要素

サービスの
ワンストップ化

• 地域に関する観光情報や宿、アクティビティ等
の情報、各種サービスが点在していると情報
にリーチできない、わかりづらいため、ワンス
トップ化、情報・サービス連携を実施

• 併せて、予約や決済機能を実装(外部との連
携含む)し、シームレスなサービスを実現

情報の
鮮度

データ/接続
仕様の
ルール化

旅行者の
嗜好にあった
サービス提供
(レコメンド)

地域サイト
等ワンス
トップ化

観光
情報

アクティ
ビティ

宿 飲食 交通

マスター
データ

宿

飲食

小売

交通

・
・
・

民間
サービス

民間
サービス

民間
サービス

予約機能

情報・サービス連携

連携・データ
自動更新

連携・データ
自動更新

サービス
連携

②情報の鮮度

①サービスの
ワンストップ化

③データ/接続仕様
のルール化

④旅行者の嗜好に
あったサービス提供

データ
蓄積

データ
蓄積

旅行者

サービス利用・
レコメンド等

サービス利用・
レコメンド等

課題

個別アプローチ クラスタリングアプローチ 1to1アプローチ

▶ 個々のサービスで取得する
データを活用し、サービス
毎で旅行者にレコメンド、
サービス提供

▶ 地域や民間サービスがある
程度データ分析後、同様
の旅行者をクラスタリングし、
より精度の高いレコメンド、
サービス提供

▶ 地域・民間が連携し、ユ
ニークなIDを生成し、地域
内での旅行者の行動デー
タを取得し、1to1でレコメ
ンド、サービス提供

レコメンドに向けたステップ

利便性向上に向けて目指す方向性

• 営業時間等、施設情報の更新がされていな
いと旅行者にとって不便

• 事業者も複数のチャネルでの情報更新は煩
雑であり、マスターデータを更新し、そこから
データ自動更新される仕組みにより、情報の
鮮度を保つ仕組みを構築

• データ連携の際、連携方法(API等)やデータ
仕様が異なると、サービス提供事業者の参
入障壁となりうることからルール化が必要

• 交通のGTFS等、国際標準への準拠や少な
くても日本国内でルール統一化により、サー
ビス・データ連携促進(独自仕様排除)

• 提供される各種サービスを通じて、旅行者の
嗜好にあったレコメンドが利便性向上に求めら
れる一方、データが断片的になり、レコメンド
は難易度が高い

• 地域や民間サービスが連携し、クラスタリング
アプローチ、最終的にはユニークIDを地域で
付与し、1to1に近づくレコメンド、サービスによ
り旅行者の利便性、満足度向上を実現

①

②

③

④

当面のターゲット
ここまででも利便性は高まる
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宿泊 飲食 小売 アクティビティ

観光産業の生産性向上に向けては、デジタルツール導入による業務効率化に加え、地域一体
となったデータ集約による需給状況等を把握し、経営管理、レベニューマネジメントが必要です。

Ⅲ.観光産業の生産性向上

現状

現状の経営管理と生産性向上に向けた動き

▶ 中小・零細の事業者が多く、基本的な経営管理
は、自社の過去との売上前年比較が中心

▶ コロナによる影響もそうだが、観光立国として経済
成長を進めている中、対前年比があてにならないほ
ど、大きく変化している場合もあり

▶ 少なくても地域の需要状況が可視化でいれば、変
化する市場を捉えることが可能

▶ 域内需給状況と自社の状況を比較することで、自
社が置かれている状況を把握し、価格あるいは稼
働率のコントロールに関する意思決定が可能

▶ 地域全体でデータの秘匿性(データ提供宿・事業
者、個人情報等の整理)を議論し、より多くの事
業者から地域の需給に関するデータの提供に関
する合意形成が必要

▶ データ連携にあたっては、宿泊業の場合、以下の
方法が主に考えられるが、それぞれデータ仕様が異
なっており、データ連携は容易ではないため、データ
仕様のルール化をすることで、データ連携を容易
にする必要あり

▶ 一番情報が蓄積されているPMS(Property 
Management System)からデータを連携

▶ OTAとのやり取りで主に在庫管理をしている
サイトコントローラーからデータを連携

理想

実現に
向けた
課題

地域一体となった経営管理に向けたイメージ

データ
蓄積

・・・
農業や金融、製造
等のデータ連携も
今後進む可能性

宿泊 飲食 小売 アクティビティ ？？

分析 ダッシュボード

データ
提供

データ
蓄積

データ
利活用

• 各産業から各種データを集約する
ことで、地域の需要を可視化

• 連携を容易にするために一定程度
のデータの仕様のルール化が必要

▶ 自社前年比較に加え、地域の前年比較の把握が可能
▶ 自社の成績が悪いのか、地域そのものが悪いのか、自社だけが良いのか等の
把握により、在庫調整や価格コントロールに意思決定が容易

▶ 飲食店の空き状況がわかれば、素泊まり客を飲食店へ誘導
▶ 地域の予約状況が把握できれば、各事業者で在庫調整、従業員のシフト管
理等の対応が可能

考え方イメージ

地域

需要

自社

需要
方針イメージ

① ⤴ ⤴ 地域全体も好調であり、価格引き上げ等含め、強気の戦略も可能

② ⤴ ⤵ 自社で需要の取りこぼしが多く、価格を引き下げ稼働率引き上げ等、対応を検討

③ ⤵ ⤴
域内需要は低迷も、自社は需要を取り込めており、積極策を図ることも可能。さらなる成長には、地

域への需要を取り込む必要も別途あり

④ ⤵ ⤵ 域内需要が縮小しており、地域での需要創出を図り、需要回復に向けた戦略策定が必要

地域の需要が把握できれば、様々な産業での利活用に
つながり、観光関連事業者の生産性向上に寄与

PMSだけでなくPOS等
とも連携することで幅が

広がる可能性
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観光デジタル人材は、内部人材の育成やハッカソン等を通じた外部人材の巻き込みのほか、
高専や大学と連携して、観光を通じた経営へのデジタル活用の学びの機会の提供もあります。

Ⅳ.観光デジタル人材の育成・活用

観光デジタル(DX)人材の育成・活用

内部人材の
育成・活用

外部
人材
の育成
・活用

▶ 観光関連産業に従事する人材を、主に、以下の
考え方を基本とし、デジタル人材を育成・活用
▶ デジタルはツールであり、まずは経営の基本要素であ
る理論や会計知識を取得し、実践するにあたっての
必要なデータを把握し、経営に活用

▶ 不足するデータについては、可能な限りデジタルチャ
ネルで取得し、捕捉

▶ デジタルツールとそれに紐づくデータを理解し、業務効
率化につなげる考え方を取得

既存
人材

新規
人材

▶ デジタル(データ活用)を専門とする観光関連産業
以外の人材と連携し、データ活用による課題解決、
または観光・地域のデータを提供し、利活用を促進

▶ 観光・地域のデータ活用に興味・関心を持ってもら
うことで、参入を促す
▶ 地域とデジタルを専門とする人材が連携し、マーケ
ティングやデータドリブン経営のノウハウを地域に伝授

▶ 地域で取得したデータを提供し、アイデアソンやハッカ
ソンのようなイベントを通じて、新しい取り組みを導入

▶ 主に、データ利活用を学んでいる学生を中心に、経
営管理とデータ活用の関連性を学ぶ機会を提供

▶ 観光・地域活性化を実現するために必要なデータ
やデジタルツールを学ぶことで、将来、学生が地域に
根差した職に就く、創出することを企図
▶ 高専や大学と連携し、観光・地域活性化に関連す
るプログラム開発・提供

▶ 地域活性化イベント等に学生が企画・参加し、実際
のカネの流れやモノの流れを学び、経営を実体験

人材と地域の潜在力を最大限引き出せる場、幅広い世代が共に学び成長を実感する場

高度マネジメント人材として
社会に貢献する喜びと
自身の成長を実感できる

永く受け継がれた地域資源を活かしつつ、国内外との知や財の新たな対流を生む。その中で、若手人材と地域の潜在力を最大限引き出し
ながら、それを活かせる場、さらに幅広い世代が共に学び、一層の成長を実感できる場を産学官連携で創出する。
これにより、沖縄を世界的ディスティネーションに進化させ、世界のモデルとなる持続可能な成長を、沖縄から興す。

国内外の企業人と、若手人材を含む県内企業人
が、協働して課題解決・事業共創にトライでき、共
に成長を実感できる環境づくり。

（例） 若手起業家、地域金融、メディアなどの参画の下、それぞれの
強みやネットワークを生かしながら、幅広い世代が共に学び、また
先輩起業家の助言を得ながら切磋琢磨できる（「起業家が起業家
を生み育てる」）プラットフォームを整備する。

経営マネジメントのレベルで、知や財の対流
を起こし、知を重ね、事業性を更に高める。

経営者として、自身の力を試し、
更なる成長と自己実現を実感できる場を創る。

経営人として
世界をリードする
オープンイノベーションが
実現できる

未来人材としての基本素養を習得。
自身の潜在力と可能性を知ることができる

県外や海外人材との交流と併せ、幅広い世代の『学びの循環』を創り、
持続的な人材と地域の成長を促す。

地域社会や先輩方から
生きるための知と実践的学びを得る。

地域住民や内外の企業と共創・連携しながら、最
新のテクノロジーやビジネスアイデアをビジネス実
装し、地域全体の付加価値を向上させるような事
業を実践できる環境づくり。

（例） 持続可能性を高めながら、滞在価値を世界的価値に高めうる事
業に対し、戦略的な投資やエリアブランド、必要な人財やリソース
を提供するような地域経営体制（高度DMCや地域戦略ファンドな
ど）を整備する。

最先端テクノロジーやビジネスアイデアに触れな
がら、国内外や地域で活躍し、市場を牽引する企
業人から実践的学びを得られ、地域協働で課題解
決・事業共創にチャレンジできる環境づくり。

（例） 企業人教員によるプログラムやインターンシップ、共同研究、地
域社会解決のための事業提案、コンテスト等の機会などを通じ、基
本的なエンジニアリングセンスと併せ、マーケティング／ホスピタリ
ティマネジメント／生産性向上等の基礎を学び、データサイエンス
×デザイン力の向上が図られるプログラムを整備する。

【産学官で育てるべき人材像】

◇地域戦略を構築し、多様な関係者との連携の下、地域全体の
面的な高付加価値化や経営効率化を実現することで、沖縄の持
続可能な観光地経営を牽引できる人材。

◇生産性向上や高付加価値化などを通じて顧客との関係性の質
を高め、沖縄の観光業界の稼ぐ力を強化できる人材。

今回の新コースの役割

沖縄高専における未来人材の基礎づくり（地域や企業人との対流の中で、生きるための知と実践的学びを得る）

地域社会の実課題、そして最先端テクノロジーやビジネスアイデアに触れながら、国内外や地域で活躍し市場を牽引する企業人から直
接実践的学びを得られるプログラムの造成、地域や企業と協働し、課題解決・事業共創にチャレンジできる環境づくりを行う。

産官による支援の下、データサイエンスの援用力
×デザイン力の向上が図られるプログラムを整備
する。
沖縄県内の実際のフィールドを舞台として、観光
地が抱える課題解決や新たな付加価値の創出な
どの実践学習を実施する。

✓ 高専の強みであるモノづくりやデータサイエ
ンスの知識に加え、マーケティング、ホスピタ
リティマネジメント、経営などの基本素養を学
習できるコースを設計。

✓ 企業人教員によるプログラムを造成。さらに、
インターンシップ、地域社会解決のための実
践学習や共同研究、コンテスト等の機会を産
業界と連携して創出。

✓ 他地域の高専や大学、企業人とも協働。全
国の最先端の取組や多様な地域の事例に触
れる機会を提供し、複眼的な学びやシステム
デザイン力を強化。

沖縄高専（名桜大学とも連携）

✓ 求められる素養の分野や習得すべきレベル
を特定。コース設計について、助言・支援。

✓ 企業人教員を派遣。インターンシップ等の環
境を提供。地域・ビジネス課題解決のための
共同研究、コンテスト等の機会を提供。

✓ 就職説明会への参加。

産業界（観光業界、経済団体）

✓ 人材育成にかかる県外での好事例や政策の
方向性について情報提供。

✓ 市場を牽引している優れた県内外の企業人
（講師人材）の紹介や地域の協力取付けを支
援。

✓ 持続的に新コースの運営と発展が図られるよ
う、コース開設後も産学官によるフォローアッ
プの場を継続。

沖縄総合事務局、沖縄県

実践人材の効果的育成、
質の高い観光地経営や
地域課題の解決を、
産学官連携で実現。

【例】沖縄における人材育成・活用の取組

沖縄では、高専の学生を対象に、地域社会の実課題、そして最先端テ
クノロジーやビジネスアイデアに触れながら、国内外や地域で活躍し市場
を牽引する企業人から直接実践的学びを得られるプログラムの造成、地
域や企業と協働し、課題解決・事業共創にチャレンジできる環境づくりを
実施

資料：沖縄総合事務局説明資料より抜粋
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ツーリズムをきっかけに、あらゆる産業が参入する巨大な地域インフラとしてのデータベースが実現
し、域内の異業種、外部からの投資誘発等、イノベーションのハブとなる可能性を秘めています。

観光DXにより実現する世界

飲食
小売

金融

農業

ツーリズムツーリズム

地域
DB

ツーリズムの拡大 ツーリズムの拡大

宿泊

参入 参入

▶ すそ野の広い観光関連産業に、あらゆる産業が参加することで、地域の巨大なデータベーが構築され、ツーリズムをハブとし
た重要な地域インフラとなる可能性

▶ データのオープン化を通じて、企業の参入を促すイノベーションのインキュベーターとしてのツーリズムの可能性

ツーリズムを
きっかけとした
地域データ
ベース

異業種参入の
メカニズム
(イメージ)

データ連携・蓄積

▶ 地域(DMO等)が域内の宿泊人数を3年後に1.5倍に引き上げを
計画

▶ それに加え、域内事業者との合意形成により、域内の農産品の
調達率を1.3倍引き上げを模索

▶ 農業関連事業者も、DMOと一体となり、域内調達率1.3倍の
引き上げを見込み、生産能力も1.3～1.5倍に引き上げを調整

▶ 域内の市場の状況が可視化されることから、観光による地域の市
場の拡大を把握(例えば過去3年で2倍の成長)

▶ 地域の取組に賛同し、新たな事業機会を模索した新規参入事
業者にとって、市場規模がある程度可視化され、観光客の流入
状況がわかれば、投資しやすい環境に

ユースケース① ユースケース②

地域(DMO等)によるデータドリブン戦略により、
域内事業者の供給増を促進

市場規模の把握等により、異業種や外部からの
投資を誘発
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EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world ～より良い社会の

構築を目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライ

アント、人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資本

市場における信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの
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支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務および

トランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な
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